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（注）本誌の計数について
1. 単位未満の計数

件数及び金額の単位未満は切り捨てています。
また、比率(%)は原則として表示前桁を四捨五入しています。したがって、合計欄の計数は、内訳を集計した計数と
一致しないものがあります。

2. 表示方法
単位に満たない場合は「0」と、該当数字のない場合は「―」と表示しています。
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事業本部長のあいさつ

株式会社日本政策金融公庫
国民生活事業本部長　上野　善晴

2国民生活事業のご案内2015●

　平素より日本政策金融公庫国民生活事業の業務にご
理解とご支援をいただき、誠にありがとうございます。
　当事業は、小規模事業者の皆さまをサポートする
事業資金融資のほか、お子さまの入学資金などを必要と
される皆さまへの教育資金融資など、国民生活に密着
した融資を行っております。

　平成26年度は、事業資金融資につきましては、未だ
なお長い途上にある東日本大震災からの復興支援や、
依然として経営環境の悪化に直面されている皆さまの
経営安定のための資金繰り支援など、セーフティネット
機能の適切な発揮に努めてまいりました。

　また、政府の成長戦略等に沿って、地域経済の活性
化につながる「創業」、「ソーシャルビジネス」、「海外展開」、

「事業再生」等の分野において、当事業がこれまで培っ
てきたノウハウ・経験を活かして積極的に支援して
まいりました。
　特に、創業支援につきましては、経済の活性化や雇
用創出が期待できることから、地域活性化における重
要施策でもあり、女性・若者起業家などを対象とした
創業関連融資制度を拡充しました。また、地方公共団
体や支援機関と連携して、創業者の利便性向上と地域
での一体支援を目的とした創業支援ネットワークをこれ
まで全国222ヵ所で構築し、各機関が提供するサービ
スのワンストップ化を推進しました。加えて、若年層に
対する創業マインドの向上を図るため、「高校生ビジネス
プラン・グランプリ（第2回）」を開催しました。
　少子高齢化などを背景としたさまざまな課題をビジネ
スの手法で解決に向けて取り組むソーシャルビジネスへ
の支援につきましては、地域経済・社会の活性化につ
ながることから支援体制の強化に努めており、ＮＰＯ法人
などを対象とした融資制度を創設したほか、ＮＰＯ支援セ
ンター等と連携したセミナーなどを開催しました。

　更に、創業分野を中心として、これまで全国289の
地域金融機関と協調融資スキームを構築し、民間金融
機関との協調融資体制の整備に取り組みました。

　お子さまの入学・在学資金を支援する「国の教育
ローン」につきましては、教育に関する家庭の経済的負
担の軽減と教育の機会均等に貢献するため、融資制度
や利用手続の改善を図っており、創設以来の利用実績
は、延べ517万件となりました。

　今後におきましても、商工会議所・商工会など小規
模事業者に対する支援機関との連携を図りつつ、地域
の身近な金融機関として、小規模事業者の皆さまの
持続的な経営や成長を全力でサポートしてまいります。
　また、昨年末に閣議決定された「まち・ひと・しごと
創生総合戦略」を踏まえ、地域の民間金融機関と連携
のうえ、地方版総合戦略策定への参画を含め、地域
活性化に積極的に取り組んでまいります。

　引き続き全国152の支店網や、当事業が培ってきたノ
ウハウ・経験等のさまざまな経営資源を活用して、当事業
の使命である政策金融機能の発揮に努めてまいります。

　皆さまのなお一層のご理解とご支援を賜りますよう、
よろしくお願い申し上げます。
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日本政策金融公庫の概要

◦名　　　称： 株式会社日本政策金融公庫（略称：「日本公庫」）
◦設立年月日： 平成20年10月1日
◦根　拠　法： 株式会社日本政策金融公庫法
◦本　　　店： 東京都千代田区大手町1-9-4

大手町フィナンシャルシティ ノースタワー
◦総　　　裁： 細川　興一
◦資 本 金 等： 資　本　金 3兆8,550億円

資本準備金 1兆9,657億円
◦支　店　等： 国内 152支店

海外駐在員事務所 2カ所
◦職　員　数： 7,364人（平成27年度予算定員）

◦総融資残高 20兆 685億円
　国民生活事業 7兆1,261億円
　農林水産事業 2兆6,429億円
　中小企業事業 6兆1,819億円（融資業務）
　危機対応円滑化業務 4兆 356億円
　特定事業等促進円滑化業務 818億円

危機対応等円滑化業務
●主務大臣が認定する内外の金融秩序の混乱、大規模災害等の危機発生時に
　おいて、指定金融機関に対し、一定の信用供与を行う業務
●低炭素投資促進法に基づき、指定金融機関に対し貸付けを行う業務
●産業競争力強化法に基づき、指定金融機関に対し貸付けを行う業務

 

シナジー効果
地域経済の活性化支援
お客さまの成長の支援
中小企業のグローバル化支援

中小企業事業
中小企業者向け業務

業務内容

 ●中小企業への長期事業資金の融資 
●イノベーション支援・

海外展開支援・再生支援
●信用保証協会が行う中小企業・

小規模事業者の借入等に係る債務の
保証についての保険の引受け等

国民生活事業
国民一般向け業務

 ●小口の事業資金融資
●創業支援・地域活性化支援

●国の教育ローン、恩給・共済年金
等を担保とする融資

業務内容

農林水産事業
農林水産業者向け業務

業務内容

 ●担い手を育て支える農林水産業者向け融資
●食の安全の確保、農食連携を支える

食品産業向け融資
●コンサルティングやビジネスマッチング

等の経営支援サービス

日本政策金融公庫の主な業務

（億円）
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103,362

47,257
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日本政策金融公庫は、国民生活金融公庫、農林漁業金融公庫、中小企業金融公庫を前身とする政策金融機関です。

日本政策金融公庫のプロフィール（平成27年3月31日現在） 基本理念

　国の政策の下、民間金融機関の補完を旨としつつ、社会の
ニーズに対応して、種々の手法により、政策金融を機動的
に実施する。

　高度なガバナンスを求め、透明性の高い効率的な事業運営
に努めるとともに、国民に対する説明責任を果たす。
　さらに、継続的な自己改革に取組む自律的な組織を
目指す。

●政策金融の的確な実施

●ガバナンスの重視
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事業資金をはじめ、国民生活に密着した多様な融資を行っています。

●融資実績の内訳（平成26年度）

特別貸付
46.5%

セーフティネット
貸付

30.1%

その他特別貸付
16.4%

教育貸付
30.4%

生活衛生貸付
（生活衛生改善
貸付を含む） 
2.3%

経営改善貸付
9.8%
普通貸付（一般貸付）
4.7%

恩給・共済年金
担保貸付等 
6.4%

金額
2兆4,280億円 特別貸付

74.9%

教育貸付
7.5%

生活衛生貸付（生活衛生
改善貸付を含む） 2.2%

普通貸付
（一般貸付）
5.8%

その他特別貸付
22.7%

経営改善貸付
9.2%

セーフティネット貸付
52.2%

恩給・共済年金担保貸付等
0.4%

件数
41万件

●事業資金の融資実績

（億円） （万件）

金額

0

10,000

20,000

30,000

40,000

0
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25年度 26年度24年度23年度22年度平成21年度

27 27 26

22,771

25

22,36123,327 24,073

31
34

26,055
28,075

件数

小規模事業者の
皆さま

教育資金を
必要とされる皆さま

恩給や共済年金などを
受けている方

●教育貸付（国の教育ローン）
　高校、大学等に入学・在学されるお子さまの保護者の方

●恩給・共済年金担保貸付
　住宅などの資金や事業資金を必要とする方

●普通貸付
経営サポート

●生活衛生貸付

融資制度等ご利用いただける方

 
あらゆる業種の
方(一 部 の 方 は
ご利用いただけ
ない場合があり
ます。）

特別貸付 小規模事業者経営改善資金（マル経融資）

創業や海外展開
などを図る方

商工会議所・商工会の経営指導を受け
ている方

小規模事業者経営発達支援資金

認定商工会議所・認定商工会から事業
計画の策定・実施の支援を受けた方

一般貸付

一般貸付 生活衛生改善貸付

生活衛生関係の
事業を営む方

振興事業貸付

振興計画の認定を受けている生
活衛生同業組合の組合員の方

生活衛生同業組合などの
経営指導を受けている方

創業相談

経営相談

情報提供
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◦1企業あたりの平均融資残高は691万円と小口融資が主体です。

◦ 融資先は、ベーカリー、飲食店、理・美容室、工務店など、各地域の人々の生活に密接な関わりを持った小規模事業者
が中心です。

◦融資先の約9割が従業者9人以下であり、個人・法人別では個人企業が約半数となっています。

◦無担保融資の割合は全体の7割を超えています。

事業資金の融資先数は90万企業にのぼり、小口の無担保融資が主体です。

融資先は小規模事業者が中心であり、約半数は個人企業です。

◦融資先企業数及び1企業あたりの平均融資残高（平成26年度末）

当事業 信用金庫計（267金庫） 国内銀行計（139行）

融資先企業数 90万企業 112万企業 200万企業

1企業あたりの平均融資残高 691万円 3,716万円 8,906万円
(注） 1 当事業の数値は、普通貸付及び生活衛生貸付の融資先企業の合計です。
 2 国内銀行とは、都市銀行、地方銀行、第二地方銀行、信託銀行などです。
 3  信用金庫及び国内銀行の数値には、個人向け（住宅、消費、納税資金など）、地方公共団体向け、海外円借款、国内店名義現地貸を含みません。また、信用金庫及び国内銀行の融資件数を 

融資先企業数としています。
(資料)日本銀行ホームページ

● 担保別融資構成比（件数）

無担保融資
77.2％

不動産等担保融資
22.8％

259,683件
（平成26年度）

（注）普通貸付（直接扱）及び生活衛生貸付（直接扱）の合計の内訳です。

● 従業者規模別融資構成比（件数）（平成26年度）

10人～19人
7.3%

20人以上 3.6%

5人～9人
19.0% 4人以下

70.0%

（注）普通貸付及び生活衛生貸付（直接扱）の合計の内訳です。

● 個人・法人別、資本金別融資構成比（件数）（平成26年度）

（注）普通貸付（直接扱）及び生活衛生貸付（直接扱）の合計の内訳です。

法人／
資本金1千万円超
5.9%

法人／
資本金1千万円以下
49.1%

個人
45.0%
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　小規模事業者の皆さまに対して、全国152の支店を通じ、地域や業種を幅広くカバーし、きめ細かな融資を行っています。

地域や業種に偏らない融資を行っています。

● 地域別融資残高構成比（金額）（平成26年度末）

（注）1 当事業の数値は、普通貸付及び生活衛生貸付の合計です。
　　2 国内銀行とは、都市銀行、地方銀行、第二地方銀行、信託銀行などです。
　　3 国内銀行の数値は銀行勘定で、個人向け（住宅、消費、納税資金など）、地方公共団体向け、
 海外円借款、国内店名義現地貸を含みます。

（資料）日本銀行ホームページ

0

10

20

30

40

50

60
55.5

13.5

19.5

11.4 11.3
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6.9
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30.5

関東 近畿 九州 中部 東北 中国 北陸 北海道 四国

当事業 国内銀行（％）

（注）普通貸付及び生活衛生貸付の合計の内訳です。

卸・小売業
23.2％

サービス業
22.6％

建設業
14.4％

製造業
10.9％

飲食店、
宿泊業
8.1％

その他
20.9％

● 業種別融資残高構成比（金額）（平成26年度末）

■ 事業資金のお問い合わせは…
事業資金相談ダイヤル

0120-1
行こうよ！
54-5

公 庫
05

【受付時間】月〜金：9時〜 19時
※土、日、祝日、年末年始はご利用いただけません。
※ホームページからもお申込いただけます。 日本公庫 検索

融資先は生活密着型の商売から最先端の事業まで、多種多様な小規模事業者
　小規模事業者は、日本の企業数の約87%を占める圧倒的な
多数派ですが、その一つ一つは多種多様です。
　例えば、身近な商店街の食料品店や近所の工務店など、昔
ながらの商売もあれば、バイオやICTなど最先端の知識や 
技術を駆使した事業もあります。また、企業の成長ステージ
でみれば、創業直後で成長を目指す企業、経営基盤が確立し
事業が安定推移している企業など多岐にわたります。
　このような 地域の 生活に密着した 企業から新 市 場 の
パイオニアとなり得る企業まで、多種多様な小規模事業者
の皆さまに幅広くご利用いただいています。

● 業歴別融資構成比（件数）（平成26年度）

10年未満
32.0%

10年以上
20年未満
19.2%

20年以上
30年未満
13.7%

30年以上
40年未満
10.8%

40年以上
50年未満
9.4%

50年以上
14.9%

（注）普通貸付（直接扱）及び生活衛生貸付（直接扱）の合計の内訳です。
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　地震、台風、豪雪などによる災害時には、一般の融資よりも返済期間や元金の据置期間が長いなど、返済条件が有利な
災害貸付で、被害を受けた小規模事業者の皆さまの復旧・復興を支援しています。
　平成23年3月11日に発生した東日本大震災の被災に対して、「東日本大震災復興特別貸付」によって、被害を受けた皆さま
を支援しています。

東日本大震災により影響を受けた小規模事業者の皆さまの復旧・復興を支援しています。

　当事業における東日本大震災に関連する
融資実績は、震災の発生から平成27年3月
末まで で216,584件、2兆917億 円となっ
ています。

● 東日本大震災関連の融資実績の推移（累計） 
（平成23年3月11日～27年3月末）
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● 東日本大震災関連の融資実績（累計）(平成23年3月11日～27年3月末）

（億円） （件）

（注）東日本大震災に関連する融資実績には、災害貸付及び東日本大震災復興特別貸付の融資実績(累計)
　　が含まれています。

平成23年
9月末

24年3月末 26年3月末25年3月末 27年3月末

20,917

14,432

7,574

20,084

216,584

76,339

205,552

19,154

193,322

145,361

件数金額

事業資金の融資実績の推移

東日本大震災に対応した融資事例①　〜新店舗への移転を支援〜
　A社は、岩手県で食材と地産地消にこだわるうどん店。岩手県産小麦を混合した自家製
麺に、素材にこだわったダシやタレ、うどんを彩る食材も厳選して提供している。
　津波により店舗が全壊する甚大な被害を受け、仮店舗で営業していたが、平成26年9月に
新店舗に移転。当事業は、移転前後の資金繰りを安定させるための運転資金を融資した。

風味豊かな南部地粉「ねばりごし」を混合使用

東日本大震災に対応した融資事例②　〜震災による工場移転を支援〜
　Ｂ社は、福島県で産業用モータのコイル部分を技術者による手巻きで加工・製造している
企業。原発事故により、南相馬市の本社工場が稼働停止、避難指示解除準備区域となった。
同市内の避難指示解除準備区域外に新工場を建設し、平成２７年４月稼働開始するにあたり、
当事業は、企業立地補助金及び民間金融機関の融資と併せて新工場に設置する機械の購入
資金を融資した。

サーボモータ電工作業

◦ 「東日本大震災復興特別貸付」（国民生活事業の取扱分）の概要

ご利用いただける方（注1） ご融資限度額 ご返済期間（うち据置期間）

震災又は原発事故により直接被害を受けた方
6,000万円（各種融資制度に上乗せ）

設備資金：20年以内（5年以内）
運転資金：15年以内（5年以内）

震災又は原発事故により間接被害を受けた方 設備資金：15年以内（3年以内）
運転資金：15年以内（3年以内）

その他震災による被害（風評被害等）を受けた方 4,800万円（別枠）（注2）
設備資金：15年以内（3年以内）
運転資金： 5年以内（１年以内）

〈特に必要な場合8年以内（3年以内）〉

(注1） 特定被災区域内に事業所を有し、事業活動を行う方に限ります。特定被災区域については、支店窓口までお問い合わせください。
(注2） 振興計画の認定を受けている生活衛生同業組合の組合員の方は5,700万円（別枠、運転資金のみ。）となります。
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　社会的・経済的な環境の変化などにより資金繰りに影響を
受けた小規模事業者の皆さまのセーフティネット需要に対
応しています。
　平成26年度の「セーフティネット貸付（震災を含む）」の
融資実績は、123,893件となっています。
　また、一定の借入負担があり、一時的に資金繰りが悪化
している方を対象とした「経営支援型セーフティネット貸付

（経営環境変化対応資金）」の平成26年度融資実績は、
6,370件となっています。

　地震、台風、豪雪などによる災害の発生、大型の企業倒産など不測の事態が発生し
た場合、直ちに特別相談窓口を設置し、影響を受けた小規模事業者の皆さまからの
融資や返済条件の緩和などのご相談に迅速に対応しています。

経営環境や金融環境の変化などに対応し、小規模事業者の皆さまの資金繰りを支援しています。

特別相談窓口を設置し、小規模事業者の皆さまのご相談に迅速に対応しています。

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000
（件）

（注）当事業における「セーフティネット貸付」、「生活衛生セーフティネット貸付」の融資件数の
　　実績（震災を含む。）です。

平成２０年度２１年度 ２2年度 ２3年度 ２4年度 ２5年度 ２6年度

141,067

238,041
218,438

167,024

123,893138,106

東日本大震災発生

円高による影響

リーマンショック発生
156,596

● 「セーフティネット貸付」の融資実績（件数）

「経営支援型セーフティネット貸付（注1）」の概要
　借入負担が重く経営の改善を迫られている方であって、認定経営革新等支援機関（注2）又は公庫の経営指導や助言等を受けて 
事業計画を策定する方には、特別利率を適用します。
(注1）  「セーフティネット貸付」及び「生活衛生セーフティネット貸付」です。
(注2）  認定経営革新等支援機関とは、中小企業新事業活動促進法に基づく認定支援機関(税理士、公認会計士、中小企業診断士等）をいいます。
　　　詳しくは、中小企業庁ホームページをご覧ください。

◦ 「セーフティネット貸付」の概要

ご融資の種類 ご利用いただける方 ご融資限度額 ご返済期間（うち据置期間）

経営環境変化対応資金 売上が減少するなど業況が悪化している方 4,800万円 設備資金：15年以内（３年以内）
運転資金：5年以内（1年以内）

〈特に必要な場合8年以内（３年以内）〉金融環境変化対応資金 取引金融機関の経営破たんなどにより、資金繰りに困難
を来している方 別枠4,000万円

取引企業倒産対応資金 取引企業などの倒産により経営に困難を来している方 別枠3,000万円 運転資金：５年以内（３年以内）
〈特に必要な場合8年以内（３年以内）〉

（注） 振興計画の認定を受けている生活衛生同業組合の方にも、同様の制度があります（運転資金のみ。取引企業倒産対応資金を除きます。）。

現在設置中の主な特別相談窓口（平成27年5月末現在）

窓口数 主な窓口名 設置年月

災害関連 16

東日本大震災に関する特別相談窓口 平成23年3月

平成25年台風第26号による災害に関する特別相談窓口 25年10月

平成26年2月14日からの大雪による災害に関する特別相談窓口 26年2月

平成26年8月15日からの大雨に係る災害に関する特別相談窓口 26年8月

平成26年長野県北部地震に係る災害に関する特別相談窓口 26年11月

その他 4
原材料・エネルギーコスト高対策特別相談窓口 26年2月

デフレ脱却等特別相談窓口 26年2月
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　創業前及び創業後間もない方は、営業実績が乏しいなどの理由により資金調達が困難な場合が少なくありません。この
ような創業企業についても積極的に融資を行っています。また、創業希望者が各地域において、創業支援の情報をワンストッ
プで入手できるように、市区町村、商工会議所、商工会、大学などの創業支援機関と連携した創業支援ネットワークを全国
２２２ヵ所で構築しています。

　女性の日常生活のなかで感じた小さな「気づき」をもとにした創業、若者ならではの斬新なアイデアを活かした創業、また、
シニアならではの長年の経験を活かした創業など、経済社会が多様化するなかで、創業の裾野が広がっています。このよ
うな女性・若者・シニア起業家の皆さまについても積極的に融資を行っています。

創業企業（創業前及び創業後１年以内）への融資は年間約2万6千企業にのぼります。

女性・若者・シニア起業家を積極的に支援しています。

　平成26年度の創業前及び創業後１年以内の企業への
融資実績は26,010企業となりました。また、税務申告
を２期終えていない方へ無担保・無保証人で融資する

「新創業融資制度」の平成26年度の融資実績は17,024企業
となりました。
　創業企業への融資を通して、年間10万4千人の雇用が
創出されたと考えられます。これは、大企業76社分（注）の
従業員数に匹敵する規模です。

（注）「中小企業白書」(2014年版)付属統計資料による大企業の平均従業者数1,364人
より推計しました。

● 創業企業への融資実績（企業数）の推移

【雇用創出効果】
26,010企業 × 平均従業者数4.0人（注） =104,040人

（注）日本公庫「新規開業実態調査」（2014年度）による創業時点での平均従業者数です。

女性・若者・シニア起業家への創業融資実績（企業数）

女性層 若年層（30歳未満） シニア層（55歳以上）
平成25年度 26年度 平成25年度 26年度 平成25年度 26年度

4,630企業　→　5,070企業 1,817企業　→　1,823企業 2,283企業　→　3,088企業

女性起業家への融資事例　〜自家栽培の農作物を使用した飲食店を創業〜

　C社は、代表者の実家の農地を活用し、自然農法で自家栽培した「採れたて野菜」を使用したメ
ニューを提供する農家食堂として創業。また、自社及び地域の余剰農作物を活用した加工食品（コーン
スープ、ドレッシング、ピクルスなど）の開発・製造販売も行っている。近隣住民のほか、夏場は都心
部からの観光客も多く訪れる。当事業は、認定経営革新等支援機関でもある地元信用金庫と協調し、
店舗建設費等の設備資金を融資した。

「採れたて野菜」が味わえる
農家食堂

若者起業家への融資事例　〜日本のかわいいキャラクターを世界に発信〜
　D社は、日本のかわいいキャラクターに特化した自社のFacebookページを開発。約570万ユーザー
を獲得している自社のページを活用し、ECサイトとの連動によるアフィリエイト収入や、広告収入を 
得るビジネスモデルを構築。日本のかわいいキャラクターを世界に向けて発信していくスタイルが 
評価され、経済産業省の「新事業創出のための目利き・支援人材育成等事業」に採択されている。当事業
は、売上が軌道に乗るまでの運転資金を融資した。 D社のFacebookページより

（注） 女性の若年層及びシニア層は、女性層に片寄せして計上しています。
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● 創業企業（創業前及び創業後１年以内）への融資実績（企業数）の推移
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　研究開発型ベンチャー企業など、革新的な技術・ノウハウ
を持ち、高い成長性が見込まれる小規模事業者の皆さま
を積極的にサポートしています。

革新的な技術に挑戦する企業を支援しています。

　「資本性ローン」は、期限一括返済や業績に応じた金利設
定などの特長を有しており、金融検査上「借入金」ではなく

「自己資本」とみなすことができます。当融資制度を活用し、
高い技術力を持ちながら研究開発資金などの負担が大き
い企業の皆さまを支援しており、平成26年度の融資実績
は119企業（前年比117.8％）となりました。

● 「資本性ローン」の融資実績

高度な技術力を活かした革新的な事業への融資事例　〜開発資金等を支援〜
　G社は、集積回路を立体的に重ねる三次元集積回路（三次元LSI）の設計、生産技術を保有する国立
大学発のベンチャー企業。一般的に集積回路（LSI）は平面の基板上に配置されるが、回路を立体的に
重ねることにより、従来に比べて信号を送る距離が短くなり、回路間を信号配線で接続できるため、
処理速度の向上、消費電力の削減、更なる小型化が実現できる。当事業は、同社の高度な技術力、
地域のリーディング企業への発展可能性などに注目し、開発・製造にかかる運転資金や研究施設に
高清浄度クリーンブースを設置するための設備資金を融資した。 同社の高清浄度クリーンブース

「資本性ローン」による融資事例　〜ハイブリッド蓄電システムの量産化を支援〜
　F社は、蓄電池及び蓄電システムを開発・提供するベンチャー企業。リチウムイオン電池と鉛電池などの水系
電池を一体化する同社特許技術で、リチウムイオン電池でありながら、過充電による危険性がなく、コストを大幅
に抑えたハイブリッド蓄電システムの実用化に成功。これにより各種施設の非常用電源、太陽光発電等の余剰
電力蓄電、各種産業機器の独立電源、Idling-stop機構搭載車向け車載用途など、さまざまな用途への適用
が可能となった。当事業は、量産化までの期間に必要な運転資金を融資した。

シニア起業家への融資事例　〜シニア世代が交流できる飲食店〜
　Ｅ社は、代表者などが従前の職歴などで培った人脈を活かし、シニア世代の交流とネットワーク
化を目的とした居酒屋を創業。シニア世代という共通項を背景に、気安く集い、飲み語り合える
雰囲気を大切にしている。近接する集会施設とタイアップし、活動の幅を広げていく予定。当
事業は、店舗改装費用や厨房機器購入費などの設備資金及び仕入費用などの運転資金を融資した。

店舗外観

高校生ビジネスプラン・グランプリ開催
　平成26年度に全国の高校生を対象とした「第2回 創造力、無限大∞ 高校生ビジネスプラン・グラ
ンプリ」を開催しました。1,717件（207校）の応募があり、ビジネスプラン作成のサポートとして、出
張授業も実施いたしました（148校）。平成27年1月に行われた最終審査会ではファイナリスト10組
による白熱したプレゼンテーションが繰り広げられ、愛知県立五条高等学校の『バタフライエフェクト
〜あなたの1円が世界を救う〜』がグランプリを獲得しました。これからも高校生など若い世代を対
象に創業の種を幅広く蒔き、起業家精神を持つ人材を育てるお手伝いをしていきます。
◦詳しくは日本公庫HPをご覧ください⇒http://www.jfc.go.jp/n/grandprix/index.html

グランプリを受賞した愛知県立五条高
等学校

　革新的な技術は大学の研究室から生まれることも少なくありません。当事業では地域の大学と連携するなどして、大学
発ベンチャーへの融資を行っています。

産学連携で、大学発ベンチャーを支援しています。
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（注） 1 （　）内は前年比です。
 2 平成２４年度は、平成２５年３月（１カ月）の実績です。
 3 「企業再建資金」の利用先を除きます。

同社のハイブリッド蓄電池
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　高齢者や障がい者の介護・福祉、子育て支援、まちづくり、
環境保護、地域活性化など、地域や社会の課題解決に取り
組み、安定的かつ継続的な雇用を創出するソーシャルビジ
ネスの担い手の皆さまを支援しています。
　平成26年度のソーシャルビジネス関連の融資実績は、
6,045件、517億 円（うち、NPO法 人 へ の 融 資 実 績は、
957件、73億円）となりました。

（注）ソーシャルビジネス関連融資について、25年度以前は「①NPO法人」
「②介護・福祉事業者」への融資実績の合計（①と②の重複分を除きます）
としていましたが、26年度から「③社会的課題の解決を目的とする事業者（①
②を除きます）」への融資実績を追加したため、前年度比較を行っていません。

　当事業は、ジェトロや日本弁護士連合会といった海外展開
の支援を行う専門機関と連携することにより、お客さまの
ニーズに応じた情報を提供できる相談態勢を整備して
います。
　小規模事業者に対する「海外展開資金」の平成26年度融資
実績は773件となりました。融資実績の約6割が卸・小売業
となっています。海外で人気の高い日本の食文化や地域の
伝統工芸といった、いわゆる“クールジャパン”を担う皆さま
にもご利用いただいています。

ソーシャルビジネスを支援しています。

海外展開を図る小規模事業者の皆さまを「情報」と「資金」により支援しています。

「海外展開資金」による融資事例　〜イスラム諸国での新しい食文化を創造〜

ソーシャルビジネスの融資事例　〜空き店舗を活用したミニシアターの運営〜

ソーシャルビジネスマーク

　I社は、愛知県でドレッシングやステーキソースを製造している企業。現在、イスラム教に配慮した
ハラル認証を受けた日本製調味料を手掛ける企業として、国内外から注目を浴びている。
　2014年には、ドバイで開催された見本市に出展、１本10万円の最高級限定品を販売したところ、
高い評価を得た。海外展開に向けて確かな手ごたえをつかんだ同社は、今後もイスラム諸国を中心
として、業務を順次拡大していく方針。当事業は、海外展開に必要な運転資金を融資した。

　H社は、空き店舗を改装した「市民のためのミニシアター」を活用し、地域活性化の取組みを行って
いるNPO法人。最近のデジタル作品のほか、フィルムを回してランプで投影する昔ながらの
映写機を使用した味のある作品を上映している。
　当事業は、平成26年度補正予算成立に伴い創設した「ソーシャルビジネス支援資金」を適用し、
映画監督などのゲストを招いたイベントの開催費用や、映写機ランプの購入資金を融資した。

　地域や社会の課題解決に取り組むソーシャルビジネスを広く周知していくため、シンボルマークを作成し
て、広報活動などに活用しています。
　企業、NPO、住民、行政、公的機関など、さまざまな主体が手を取り合って、地域社会が抱える課題の
解決に取り組む様子を、Social Businessの「S」を用いて表現しています。

見本市仕様の最高級限定品

かつて酒蔵であった建物を活かし
た外観
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● ソーシャルビジネス関連の融資実績 （注）

（億円）

517

6,045

平成24年度

449414

4,433
4,987

25年度 26年度 0

４,000

3,000

2,000

1,000

６,000

５,000

7,000
（件）件数金額

● 業種別融資実績（件数）（平成26年度）

卸・小売業
59.5%

製造業
21.6%

サービス業7.9%

その他 7.1%

飲食店・宿泊業 3.9%
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　「企業活力強化資金」、「食品貸付」による融資や地方自治体
などへの情報提供を通じて、中心市街地活性化・商店街活性化
に取り組む皆さまを支援しています。

　企業再建や事業承継に関連する融資制度を通じて、中小企業
再生支援協議会の関与若しくは民事再生法に基づく再生計画の 
認可、民間金融機関との連携などにより、経営の立て直し 
を図る皆さまや事業の承継に取り組む皆さまを支援して 
います。
　また、全国152支店に企業支援担当者を置き、一時的な
元金の返済猶予や割賦金の減額など、返済条件の緩和の
ご相談に柔軟に対応しているほか、経営課題の解決に向け
た助言や経営改善計画書の策定支援も実施しています。

中心市街地活性化・商店街活性化を支援しています。

事業の再生などを図る小規模事業者の皆さまを支援しています。

成長戦略分野の支援態勢を強化しています。

◦中心市街地関連地域において事業を営む方への融資実績（平成26年度）

件数 金額

融資実績 13,905件 1,159億円

◦企業再建・事業承継関連の融資実績（平成26年度）

件数 金額

融資実績 226件 3,301百万円

　創業予定のお客さまには、「創業サポートデスク」において、専任の担当者が創業計画書の作成についてのアドバイスや、
創業に関するさまざまな情報提供を行っています。
　「海外展開サポートデスク」においては、現地で必要な許認可や契約書の内容確認など、金融以外の専門的な相談について、
ジェトロや日本弁護士連合会などと連携することで、お客さま個々のニーズに応じたきめ細かなサポートを提供しています。
≪全国152支店　平日９時〜１７時まで。予約不要≫

● 「創業サポートデスク」・「海外展開サポートデスク」を全国152支店に設置

●全国各地に「創業支援センター」・「ビジネスサポートプラザ」を設置

設置地区（平成27年6月現在）

創業支援センター
ビジネスサポートプラザ

北海道

東北

北関東信越

東京

南関東

多摩
北陸

名古屋京都

大阪

神戸
中国

四国
福岡

熊本

【創業支援センター】
◦  北海道から九州まで全国１５カ所に設置しています。
◦  各地域の創業支援機関などとの連携により、お客さまへ 

タイムリーな支援を行っています。
◦  創業前、創業後のさまざまなステージのお客さま向けに

各種セミナーを開催しています。

平成26年度
創業支援機関などへの出張講師回数 435回
創業セミナー実施回数 249回

【ビジネスサポートプラザ】
◦  札幌、仙台、東京、名古屋、大阪、福岡の6カ所に設置 

しています。
◦  創業予定の方や公庫を利用されたことがない方などを 

対象に、予約制の相談を実施しています。
◦  平日の営業時間内のご来店が難しい方向けに、「土曜・ 

日曜・夜間相談」を実施しています（祝日を除く）。
（注） 1  ｢日曜相談」は、毎月第１・３日曜日に「東京ビジネスサポートプラザ」で実施

しています。
 2  「夜間相談」は、「東京ビジネスサポートプラザ」（毎週木曜日）、「大阪ビジ

ネスサポートプラザ」（毎週火曜日）で実施しています。
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商工会議所・商工会、生活衛生同業組合などとの連携

13●国民生活事業のご案内2015

　全国各地域の商工会議所・商工会と密接に連携し、「小規模事業者経営改善資金（マル経融資）」（無担保・無保証人）や
相談会などを通じて、小規模事業者の皆さまの経営改善を支援しています。

商工会議所・商工会と連携しています。

　商工会議所や商工会などの経営指導を受けている小規模
事業者の皆さまが、経営改善に必要な資金を無担保・無保
証人で利用できる制度です。昭和48年の制度創設以来、
これまでのご利用件数は約492万件となりました。

　商工会議所・商工会などにおいて、当事業の職員が融資
のご相談を承る相談会（「一日公庫」）を開催しています。　
　毎年多くの小規模事業者の皆さまからご相談をいただ
いています。

●商工会議所・商工会などで相談会（「一日公庫」）を開催

●「小規模事業者経営改善資金（マル経融資）」の概要

創業・経営革新支援セミナーにおける連携
　創業支援セミナーや経営革新支援セミナーを商工会議所・商工会と共催するなど、
商工会議所・商工会と連携して地域の創業・経営革新支援活動に積極的に取り組んで
います。セミナーでは創業や新分野への進出を考えている方を対象にビジネスプラン
の作成方法、資金調達の方法、当事業の融資制度などについてわかりやすく説明して
います。セミナー受講後、当事業の融資を利用して、創業や経営革新に取り組む方も
数多くいます。 商工会議所と共催した起業家向け「コミュニ

ティ・ビジネスフォーラム」

「小規模事業者経営発達支援資金」の創設
　平成２７年度の予算成立に伴い、「小規模事業者経営発達支援資金」を創設しました。
● 「小規模事業者経営発達支援資金」の概要 

ご利用いただける方 ご融資限度額 ご返済期間（うち据置期間）

経営発達支援計画の認定を受けた商工会議所・
商工会から事業計画の策定・実施の支援を受け、
持続的発展に取り組む小規模事業者の方

７,２００万円（うち運転資金４,８００万円） 設備資金：２０年以内（２年以内）　
運転資金：８年以内（２年以内）

（注）従業員数５人以下の場合は、据置期間３年以内となります。

業務協力に関する覚書を締結しています。

　日本公庫では日本税理士会連合会などと、業務協力に関
する覚書を締結しています。勉強会やセミナー講師の派遣
などによる情報提供など、専門機関と連携して小規模事業者
の皆さまの経営の安定及び経営基盤の強化に取り組んで
います。

● 覚書締結先一覧（平成２７年５月末現在）
日本弁護士連合会　　　　　　　　　 （平成２３年4月２７日）

全国社会保険労務士会連合会　　　　　 （２３年9月1日）

日本税理士会連合会　　　　　　　　　 （２３年１０月１４日）

日本司法書士会連合会　　　　　　　　 （２３年１１月１１日）

日本行政書士会連合会　　　　　　　　 （２４年3月２９日）

独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ） （２４年１０月２５日）

（注）（　）内の日付は覚書の締結日になります。

● 「小規模事業者経営改善資金（マル経融資）」の仕組み

当事業 商工会議所・商工会

小規模事業者の皆さま

融資 相談・申込
経営指導

推薦
連携 0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

● 「小規模事業者経営改善資金（マル経融資）」の融資実績

（億円） （件）

40,08339,30340,047

1,982
1,722

0

1,000

2,000

3,000

平成24年度 25年度 26年度

2,237

件数金額

● 商工会議所・商工会における「一日公庫」の開催数

平成24年度 25年度 26年度

3,021件 2,696件 2,532件
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　創業支援分野などにおいて、地域密着型金融（リレーショ
ンシップバンキング）の機能強化に取り組む地域金融機関な
どと積極的に連携して融資を行っています。

地域金融機関と積極的に連携しています。

　生活衛生同業組合、生活衛生営業指導センター、保健所などと密接に連携し、国民生活に身近な存在で衛生水準の確保へ
の要請が強い生活衛生関係営業の皆さまに対して、「生活衛生貸付」を通じて、衛生水準の維持・向上を支援しています。

生活衛生同業組合、生活衛生営業指導センターなどと連携しています。

　「生活衛生貸付」は、生活衛生関係営業の各業種の皆さまに幅広くご利用いただいています（融資先企業数約6万企業）。
融資先の大半が従業者4人以下であり、約8割が個人企業、約6割が創業後5年以内の企業です。また、1企業あたりの
平均融資残高は499万円になります。

　衛生水準の維持・向上に著しい支障を来すような感
染症又は食中毒の発生による衛生環境の激変が起こっ
た場合は、貸付限度額などに特例を設けた「衛生環境
激変特別貸付」を実施しています。

●生活衛生関係営業の各業種に幅広く融資

●衛生環境が激変した場合の緊急融資の実施

●「生活衛生貸付」の概要

● 連携融資実績（件数）の推移
（件）

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

協調
融資

連携融資

26年度25年度平成24年度

9,713

6,622

3,798
3,121
860

（注）1 連携融資は、金融機関から紹介を受けて融資を行った実績です。
      ２協調融資は、金融機関と協調して融資を行った実績です。

7,029

● 「衛生環境激変特別貸付」の融資実績
「衛生環境激変特別貸付」の名称 件数 金額

口蹄疫（平成22年8月〜平成23年2月） 19件 88百万円
新型インフルエンザ（平成21年7月〜12月） 199件 2,135百万円
高病原性鳥インフルエンザ（平成16年3月〜9月） 140件 822百万円
重症急性呼吸器症候群（SARS）（平成15年6月〜12月） 26件 193百万円
牛海綿状脳症（BSE）（平成13年10月〜平成14年10月） 1,714件 10,719百万円

生活衛生関係営業の皆さまを支援する仕組み

生活衛生関係営業の皆さま
飲食店営業・喫茶店営業・食肉販売業・氷雪販売業・理容業・
美容業・興行場営業・旅館業・浴場業・クリーニング業など

当事業

融資(生活衛生貸付）・情報提供

振興計画 経営指導 衛生管理

推薦

連携

（注）（　）の数字は団体数です。（平成27年3月31日現在）

保健所
生活衛生
同業組合
(574)

生活衛生
営業指導センター

(47)

● 業種別融資構成比（件数）（平成26年度）

飲食店関係営業
59.7%

美容業
22.8%

理容業
9.8%

クリーニング業3.5%
旅館業3.0%

一般公衆浴場業、その他1.2%

（注）生活衛生貸付（直接扱）の内訳です。

● 従業者規模別融資構成比（件数）（平成26年度）

4人以下
87.8%

5～9人
8.5%

10 ～ 19人 2.6%

20人以上 1.0%

（注）生活衛生貸付（直接扱）の内訳です。

● 個人・法人別、資本金別融資構成比（件数）（平成26年度）

個人
80.7%

法人／資本金1千万円未満 16.0%

法人／資本金1千万円以上 3.3%

（注）生活衛生貸付（直接扱）の内訳です。

● 創業後経過年数別融資構成比(件数)（平成26年度）

創業前
40.6%

創業後5年超
42.0%

創業後1年以内 5.3%

創業後1年超～ 5年以内12.0%

（注）生活衛生改善貸付を除いた生活衛生貸付（直接扱）の内訳です。
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教育ローンによる支援
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「国の教育ローン」でお子さまの入学・在学資金を必要とする皆さまを支援しています。

　教育に関する家庭の経済的負担の軽減と教育の機会均等を
図るため、入学時、在学時に必要な資金をお使いみちとした「国
の教育ローン」（教育資金貸付）を取り扱っています。平成26年
度のご利用件数は約12万件（制度創設以来では延べ517万件）
となりました（ご融資限度額はお子さま1人につき350万円）。

　｢国の教育ローン｣ は、教育費負担が大きい大学生や
専門学校生をお持ちのご家庭を中心にご利用いただいて
います。

● 「国の教育ローン」は毎年多くの方々に 
ご利用いただいています。

● 教育費負担が大きい学生をお持ちのご家庭を中心に
ご利用いただいています。

12.4

● 「国の教育ローン」の融資実績（件数）の推移

0

5

10

15

26年度25年度24年度23年度平成22年度

（万件）

12.7 11.7 11.2 11.5

平成２７年度「国の教育ローン」の制度改正内容
　平成２７年４月から、これまで母子家庭の方などに適用されていたご返済期間の延長や金利・保証料の低減について、
父子家庭の方にも適用されるようになりました。

母子家庭の方又は
父子家庭の方

世帯年収（所得）200 万円
（122 万円）以内の方 交通遺児家庭の方

ご返済期間 １８年以内
金利 通常の金利－ 0.4％ 通常の金利

保証料 通常の保証料の２／３ 通常の保証料 通常の保証料の２／３
（注）金利、保証料の最新情報はホームページをご覧ください。

● 融資制度の概要

ご利用いただける方 ご融資の対象となる学校に入学・在学される方の保護者（主に生計を維持されている方）で、世帯年収
（所得）が一定の要件を満たす方

ご融資限度額 
お子さま1人につき350万円
(注） 1  海外留学資金として利用する場合は450万円（外国の短大、大学、大学院に1年以上留学する資金が対象となります。また、海外留学以外のご融資を  

含みます。）
 2 融資限度額内で重複してご利用いただけます。

ご返済期間 15年以内
（注）交通遺児家庭、母子家庭、父子家庭又は世帯年収（所得）200万円（122万円）以内の方は18年以内

お使いみち 入学金、授業料、教科書代、アパート・マンションの敷金・家賃など

● 進学先別利用者構成比（平成26年度　教育一般貸付（直接扱））

高専、その他　
6.4%
（139万円）

外国の大学等　
1.2%
（231万円）

専修学校　
26.7%
（148万円）

高校　
10.6%
（103万円）

大学　
49.3%
（151万円）

短大　
5.7%
（144万円）（注）（　）内は1件あたりの平均融資額です。
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　｢国の教育ローン｣は、収入が一定基準以下の方を対象としていますので、民間金融機関に比べると収入の少ない方の
割合が高くなっています。

●「国の教育ローン」は、民間金融機関の教育ローンと比較して収入の少ない方に多くご利用いただいています。

● 収入階層別利用者構成比（給与所得者世帯）（平成26年度　教育一般貸付（直接扱））

400万円未満
28.5%

400万円以上600万円未満
32.5%

600万円以上800万円未満
29.9%

（注1）野村総合研究所への委託調査結果（平成23年度）です。
（注2）総務省「家計調査（平成26年）」による、高校、高専、大学、短大及び専修学校に在籍している子弟を持つ勤務者世帯の収入階層別構成比です。

当事業

民間金融機関（注1）

（参考）
勤務者世帯（注2）

21.1% 50.8%10.7% 17.4%

800万円以上 9.1%

24.5%9.8% 19.8% 45.9%

■ 教育ローンのお問い合わせ・資料のご請求は…
教育ローンコールセンター

0570-008
ハローコール
656

【受付時間】月〜金：9時〜 21時／土曜日：9時〜 17時
※全国から市内通話料金でご利用いただけます。
※日曜日、祝日、年末年始はご利用いただけません。

（注） ナビダイヤルをご利用いただけない場合は、（03）5321-8
ハローコール

656におかけください。

検索国の教育ローン

ホームページからもお申込いただけます。

高校入学から大学卒業までに必要な教育費用は、子供1人あたり879万円
　お 子さま1人あ たりにかかる教育費用は、 
高校3年間で約210万円となっています。
　大学へ入学した場合は、入学費用と4年間の 
在学費用約669.4万円が加わり、合計は879.4
万円にもなります。特に、入学時は入学金など
が必要になるため、1年間の教育費の額が大きく
なり、家計における負担感は大きいといえます。

（注） 教育費は、受験費用、学校納付金、授業料、通学費、教材費、
学習塾の月謝などの合計です。

● 大学卒業までにかかる費用（子供1人あたりにかかる費用の年間平均額の累計）

（資料）日本公庫「教育費負担の実態調査結果」　（平成26年度）
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各学年における1年間の費用

累計金額

　恩給や共済年金などを担保とする融資は、「株式会社日本政策金融公庫が行う恩給担保金融に関する法律」に基づき、
日本公庫（沖縄県にあっては沖縄振興開発金融公庫）だけが取り扱う制度です。住宅などの資金や事業資金に幅広く
ご利用いただけます。

恩給や共済年金などを担保としてご融資しています。
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　財務診断サービスやSWOT分析サービスを活用し、お客さまの経営に役立つアドバイスを行っています。

　お客さまのさまざまな経営課題の解決をサポートするため、各事業が担っている業務の専門的なノウハウやネットワーク
を相互に活用して、マッチングサービスを推進しています。
　3事業一体となった商談会・セミナーなどの開催や、お客さま同士のお引き合わせ、ビジネスマッチングサイトの運営な
どにより、お客さまサービスの向上に取り組んでいます。

　小規模事業者の皆さまが必要とするさまざまな情報を提供し、お客さまサービスの向上に取り組んでいます。

コンサルティング機能の強化に取り組んでいます。

各事業のノウハウやネットワークを活用し、マッチングサービスを推進しています。

◦ 財務診断サービスを活用した経営アドバイス
　お客さまの決算データを分析する財務診断サービスを活用し、経営に役立つ
アドバイスを行っています。
＜財務分析＞
　当事業のお取引先の小規模事業者約6万社とお客さまの財務データを比較
し、強み・弱みを分析します。
＜収益予測＞
　経営計画を策定する際の参考資料として、お客さまの財務データをもとに
収益を予測します。
＜収益計画シミュレーション＞
　収益計画シミュレーションによって、目標とする利益に必要な売上高などを
明確化します。

◦ SWOT分析サービスを活用した経営アドバイス
　お客さまを取り巻く状況（外部環境）と企業の強み・弱み（内部環境）を分析
する「SWOT分析」を活用し、経営に役立つアドバイスを行っています。

財務診断サービス

■ マッチングサービスの概要

◦ 商談会・セミナーの開催
　日本公庫の各事業が連携して、商談会やセミナーなどを開催
しています。

◦ お客さま同士のお引き合わせ
　販路開拓や仕入先の開拓などを目的に、各事業のお客さま
同士のお引き合わせによる経営支援に取り組んでいます。

◦ 専門ノウハウを有する外部機関などの紹介
　お客さまの経営課題の解決のため、各事業のネットワークを
活用して専門ノウハウを有する外部機関などを紹介しています。

◦ ビジネスマッチングサイトの運営
　お客さまの取引先開拓の支援などを目的として、「日本
政策金融公庫インターネットビジネスマッチング」（https://
match.jfc.go.jp/）を運営しています（ご利用は無料）。
※ ご利用にあたっては事前に審査があります。
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　創業をお考えの方や事業を営む皆さまに対し、全国各地でセミナーを開催しています。
　セミナーでは、講演やパネルディスカッション、参加者同士による交流会、制度説明会
などを行っています。
　また、税理士や経営コンサルタントのほか、当事業を利用して創業された企業の方を
講師に迎え、ビジネスプランの作成方法や創業時の留意点などを語っていただくなど、
経営に役立つ幅広い情報を提供しています。

　創業をお考えの方や事業を営む皆さま向けのメールマガジンを
配信しています。登録は無料で、ホームページから登録いただけます。

　ホームページを通じて、お申込方法や融資制度など、さまざまな情報を提供しています。

セミナーの開催を通じて、経営に役立つ情報を提供しています。

メールマガジンの配信を通じて、経営に役立つ情報を提供しています。

ホームページを通じて、さまざまな情報を提供しています。

県・教育委員会と連携した「女性起業家支援
セミナー」

生きがいしごとサポートセンターと共催した
「ひょうごコミュニティビジネスフォーラム」

■セミナーの主なテーマ

◦ソーシャルビジネス、コミュニティビジネス 
◦海外展開支援 ◦飲食店開業 
◦創業支援 ◦女性起業家支援
◦医療独立開業 ◦事業承継

ホームページの登録画面入口

■メールマガジンの概要

◦ 起業家応援マガジン（毎月第4水曜日配信）
　創業をお考えの方や創業後間もない方の経営に役立つ

情報をお届けします。
◦ 事業者サポートマガジン（毎月第3水曜日配信）
　 事業を営む皆さまの経営に役立つ情報をお届けします。

※ また、金利の改定等、ホームページが更新されたことをメールでお知らせする「国
民生活事業メール配信サービス」も提供しています。

◦融資制度のご案内 ◦各種証明書などの発行受付 ◦セミナー開催のお知らせ
◦申込書等のダウンロード ◦店舗案内 ◦ご利用手続きの流れ
◦インターネット申込 ◦金利情報 ◦業界動向や経営指標

■ホームページの情報提供内容

検索日本公庫

◦日本公庫ホームページ

「お客さまサービスに関する満足度調査」を実施しています。
　お客さまの声をサービスの向上に役立てるため、
接遇・サービスに関する「お客さまサービスに関する
満足度調査」を毎年実施しています。お客さまから
のご意見やご要望を踏まえ、一層のサービス向上に
努めていきます。

● 「お客さまサービスに関する満足度調査」の結果

総合満足度 90.3% 7.7% 2.0%

融資判断に要する時間 87.6% 8.9% 3.5%

書類提出負担 80.8% 14.7% 4.5%

態度、言葉遣い 92.9% 5.6% 1.5%

制度、手続に関する説明 90.7% 7.0% 2.3%

適切な提案、アドバイス 85.5% 10.0% 4.5%

満足 どちらでもない 不満

▶「お客さまサービスに関する満足度調査」の概要
<調査期間> 平成26年11月
<調査対象> 事業資金をご利用いただいたお客さま
<調査方法> 郵送によるアンケート方式（無記名回答）
<回答数> 26,687件（回収率44.4%）
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国際交流の取組み

ＯＤＡ（政府開発援助）による開発途上国支援
　ODA（政府開発援助）による開発途上国に対する技術協力を通じ、当事業がこれまで蓄積してきた小規模事業者の融資審査
ノウハウを共有することによって、現地の金融機関が抱える課題の克服に協力しています。具体的には、財務省財務総合
政策研究所と協力し、現地や日本において、中小企業金融分野に関するセミナーなどを実施しています。これまで、ベト
ナム、マレーシアに対して実施したほか、現在はラオスとミャンマーに対する協力を行っています。

①ラオス
　ラオスの国有商業銀行であるラオス開発銀行（Lao Development Bank : LDB）に対する
技術協力を平成23年６月に開始し、現在第２期プロジェクトを実施しています。本プロジェクト
は、LDBの人材育成及び融資審査能力の向上を目的として当事業のノウハウを提供するもので、
ラオスと日本においてセミナーを合計５回開催し、同行の職員に直接、融資審査方法などに関す
る講義を行いました。
　LDBは、セミナーを受けて自ら業務改善に取り組むなど、大変有意義なプロジェクトとの評価
をいただいております。

②ミャンマー
　平成27年１月、ミャンマーの首都ネピドーのミャンマー財務省において、ミャンマー財務省、
中央銀行、工業省及びミャンマー経済銀行(Myanma Economic Bank : MEB)の職
員に対し、中小企業金融に関するワークショップを開催。当事業は日本の中小企業金融、日
本公庫の組織概要、融資制度及び融資審査の特徴などについて説明しました。
　同年４月には、ネピドー及びヤンゴンにおいてMEBなどの職員約130名に対し、融資審
査方法などについて講義を行いました。
　受講生からは、企業の実態把握方法などにおいて数多くの質問が出るなど、大変活発なセミ
ナーとなりました。

海外からの視察団受け入れ
　開発途上国をはじめとして、日本の経験を学ぼうと毎年数多くの視察団が来日しています。
JICA等の研修事業の一環として視察に来られる海外の方々に対し、当事業の業務概要、歴史、
融資制度や各種取組みに関する講義を実施しています。

視察団に対する講義風景

ラオス現地セミナーでの講義（ビエンチャン）

ＡＰＥＣ域内中小企業支援金融機関との連携
　ＡＰＥＣ域内の中小企業支援金融機関との連携を図るため、台湾合作金庫銀行、タイ中小企業
開発銀行（ＳＭＥ銀行）など、域内14金融機関でＡＰＥＣ ＭＯＵ（注）を締結しています。毎年開催され
る年次会合に参加し、中小企業・小規模事業者の支援策についての情報交換を行っています。

（注） アジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）域内の中小企業金融に携わる金融機関間の協力に関する覚書

第11回ＡＰＥＣ ＭＯＵ年次会合（台湾）

ミャンマーでのワークショップの様子
（ネピドー）
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【お問い合わせ先】
■ 事業資金のご相談
　事業資金相談ダイヤル　フリーダイヤル 0120-1

行こうよ！
54-5

公 庫
05

北海道ビジネスサポートプラザ 011-231-9260
東北ビジネスサポートプラザ 022-222-5338
東京ビジネスサポートプラザ 03-3342-3831
名古屋ビジネスサポートプラザ 052-561-6316
大阪ビジネスサポートプラザ 06-6315-0312
福岡ビジネスサポートプラザ 092-411-9303

■ 教育ローンのご相談
　教育ローンコールセンター　0570-008

ハローコール
656（ナビダイヤル）

（注） ナビダイヤルをご利用いただけない場合は、
　 (03)-5321-8

ハローコール
656におかけください。
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この冊子は、「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」（グリーン購入法）
に定められた環境物品の基準に適合する再生紙を使用しています。 環境に配慮した植物油インキを使用しています。
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